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１．随意契約等の見直し計画 
（１）随意契約の見直し 

平成２０年度において、締結した随意契約等について点検・見直

しを行い、以下のとおり、新たな随意契約等の見直し計画を策定す

る。 
 

平成２０年度実績 見直し後 
  

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

（94.8％） （96.0％） （95.9％） （97.6％）
競争性のある契約 

５４９ ３,６３１,１１７ ５５５ ３,６８９,６８７

（92.4％） （93.7％） （93.4％） （95.3％）
競争入札 

５３５ ３,５４４,２０８ ５４１ ３,６０２,７７９

（ 2.4％） （ 2.3％） （ 2.4％） （ 2.3％）

 

企画競争、公募等 
１４ ８６,９０９ １４ ８６,９０９

（ 5.2％） （ 4.0％） （ 4.1％） （ 2.4％）
競争性のない随意契約 

３０ １４９,４３９ ２４ ９０,８６８

（100％） （100％） （100％） （100％）
合   計 

５７９ ３,７８０,５５６ ５７９ ３,７８０,５５６

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの。 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。 

 
（２）一者応札・一者応募の見直し 

平成２０年度において、競争性のある契約のうち一者応札・一者

応募となった契約について点検・見直しを行い、以下のとおり、契

約の条件等を見直す必要があるものが見受けられた。 
今後の調達については、今回の点検・見直し結果を踏まえた改善

策に基づき契約手続きを進めることにより、一層の競争性の確保に

努める。 
 



（平成２０年度実績） 
実 績 件数 金額（千円） 

競争性のある契約 ５４９ ３,６３１,１１７

 
うち一者応札・一者応募 

（46.1%） 

２５３ 

（50.7%）

１,８３９,５９０

（注）上段（  %）は競争性のある契約に対する割合を示す。 

 
（一者応札・一者応募案件の見直し状況） 

見直し方法等 件数 金額（千円） 

契約方式を変更せず、条件等の見直しを実施（注1） 
(54.2%) 

１３７ 

(55.3%)

１,０１７,０５３

仕様書の変更 ４６ ３３７,９３７

参加条件の変更 １１１ ８６８,６０２

公告期間の見直し １ １,１８３

 

その他 ３ １２,８１０

契約方式の見直し 
(  0%) 

０ 

(  0%)

０

その他の見直し 
(  0%) 

０ 

(  0%)

０

点検の結果、指摘事項がなかったもの 
(45.8%) 

１１６ 

(44.7%)

８２２,５３７

（注１）内訳については、重複して見直しの可能性があるため一致しない場合があ

る。 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。 
(注３) 上段（  %）は平成２０年度の一者応札・一者応募となった案件に対す

る割合を示す。 

 
 
２．随意契約等見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み 
（１）契約監視委員会等による定期的な契約の点検の実施 
   契約監視委員会等により、競争性のない随意契約、一者応札・

一者応募になった案件を中心に点検を実施する。 
 
（２）随意契約等の見直し 

     現行の随意契約について、今後も一般競争契約への移行を十分

検討の上、真にやむを得ないかのチェックを厳重に実施していく。 



 
（３）一者応札・一者応募の見直し 

① 入札手続きの効率化 
   ア 一般競争入札を引き続き推進し、年間発注見込みの事前公

表を行うなど、入札公告に関する情報提供の充実を図り、応

札者の増加に努める。 
イ 電子入札の導入について引き続き検討を行う。 

 
  ② 仕様書の内容の見直し 
     ア 特定の業者や製品を指定するなどの限定的な仕様内容とな

らないよう、より一般的な内容に改善し、複数の業者が参加

できるように見直しを行う。 
     イ 入札価格を積算する上で支障とならないよう、業務内容を

より具体的で詳細（数量等の明示）な記述になるよう改善す

る。 
 
  ③ 入札参加要件の緩和 
     ア 実績件数が少ないと思われる業務の履行を入札参加要件と

して求める場合には、その対象期間を可能な限り拡大する。 
     イ 業務実績としての発注機関の制限（公的機関の受注実績等）

については、原則として撤廃する。 
     ウ 業務実績内容が限定的になっている案件については、幅広

い内容となるよう改善し、業務実績として認める範囲を可能

な限り拡大する。 
     エ 特定地域の実績を求める地域要件については、可能な限り

緩和する。 
   オ 納入業者、請負業者の所在地に関する地域要件については、

原則として撤廃する。 
     カ 物品・役務の契約において、一般的なもので競争性が十分

認められる案件については、適切な等級区分による発注を行

うが、競争性が認め難い案件については、特殊性や地域性等

を考え、等級区分を付さずに発注することとする。 
     キ 工事の契約において、入札参加業者が少ないと思われる案

件については、適用等級の拡大を図る。 
     ク 配置予定管理技術者等の資格、業務経験の要件についても、

可能な限り緩和する。 
 
 



（４）その他 
  ①業務等準備期間の確保 
     ア 入札参加者が入札価格の積算に余裕を持って準備できるよ

う、積算期間の拡大に向けた検討を行う。 
     イ 落札後、業務開始するまでの準備期間が必要と思われる案

件については、十分な期間を確保できるよう留意する。 
 
（注）個別の契約の状況については、各様式に記載 
 


